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『骨髄バンクコーディネート期間の短縮とドナープールの質向上による造血幹細胞移植の 
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研究要旨  

骨髄バンクのコーディネート期間を短縮し、安全性が確立されている非血縁骨髄移植の機

会提供を増やすために、コーディネートが順調に進みやすい有効ドナーを確保することによ

るドナープールの質向上と、コーディネートプロセスの効率化を目指した具体的な施策に取

り組む。前回コーディネートでドナー理由により中止となり、登録保留状態からドナープー

ルに戻って再度コーディネートされた場合、採取到達率は 1～3％と低く、前回と同じ理由で

中止となる割合が高かった。「コーディネート期間短縮を目指した対応策に関するアンケート

調査」の最終解析レポートを作成し、平成 30年度に回答者および日本骨髄バンク（JMDP）へ

報告した。本調査を基にした「移植時期の最適化を目指した調整方法」が平成 29年 12月か

ら導入され、平成 30年 4月～5月にドナーが選定され移植を実施した患者における第一希望

週に施行した割合が前年度よりも大幅に増加していた（39％→68％）。採取施設の最新の受け

入れ可能情報を更新する WEB システムの運用により、採取依頼が効率化し、ドナー選定から

採取までのコーディネート期間の短縮に有用であった。若年ドナーの初期コーディネート進

行率増加を目指したソーシャルマーケティング研究を行い、平成 30年度は、インタビュー調

査と 385 人の郵送アンケート調査結果を論文化した。本人の協力度が非常に高いこと、不安

が少ないこと、職場・家族の調整や説得が難しくないこと、（雇用状態のドナーでは）年休の

とりやすさが、幹細胞提供に至りやすい有意な要因であった。行動経済学的な質問項目を含

む 40 歳未満ドナーの 10,000 人を対象とした「大規模アンケート調査」は 3,261 名より回答

が得られた（回収率 35.7%）。単変量解析では、提供者の方が非提供者と比較して男性の割合

が有意に高く、臓器提供の意思表示を行なっている割合が高かった。適合通知時における「合

併症に対する不安の強さ」は、提供者の方が有意に低かった。 
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Ａ. 研究目的 

骨髄バンクドナーからの非血縁骨髄移植は、有効

性・安全性が最も確立した移植法であるが、本邦で

はコーディネート期間が５カ月間（中央値）と長い

のが最大の問題点である。移植へ到達するまでに 11

件（中央値）のコーディネートが必要であり、コー

ディネート開始後も都合や連絡がつかない、ドナー

の健康上の理由や家族の不同意などにより、骨髄・

末梢血幹細胞の提供に至らない事例も多い。 

本研究班の目的は、骨髄バンクのコーディネート

期間を短縮し、安全性が確立されている非血縁骨髄

移植の機会提供を増やすことで造血器疾患の治療成

績向上を目指す。コーディネートが順調に進みやす

い有効ドナーを確保することによるドナープールの

質向上と、コーディネートプロセスの効率化を目指

した具体的な施策に取り組む。 

 

Ｂ. 研究方法 

本研究班では、コーディネートプロセスの効率

化を目指した具体的な施策に取り組むと共に、コ

ーディネートが順調に進みやすい有効ドナーを増

加させ、ドナープールの質向上を目指す。 

 

【１】患者側・ドナー側からみた骨髄バンクコー

ディネートの実態把握調査 

2004年から 2013年までに骨髄バンクドナーコー

ディネートを開始した患者 18,487人、ドナーのべ

223,842人（ドナー数 171,750人）に関する解析を行

う。ドナー側理由によるコーディネート終了例を 6

行程に分けて詳細な解析を行い現状の課題を抽出す

ると共に、効率的な造血幹細胞提供のための基盤情

報を確立する。平成 30年度は、複数回コーディネー

トを行ったドナーにおける移植到達率や中止理由に

ついて解析を行った。 

また採取前健診以降にコーディネート中止となっ

た場合の中止理由を詳細に解析し、第二ドナーから

移植を行った場合のコーディネート期間を検討する。 

 

【２】バンクコーディネート期間短縮を目指した

研究  

バンクコーディネートに関わる移植医師・採取責

任医師や日本骨髄バンク（JMDP）および各施設の移

植コーディネーターを対象とした「コーディネート

期間短縮を目指した対応策に関するアンケート調

査」の解析を行う。  

厚生労働省・造血幹細胞移植推進拠点病院事業と

して行われた「開始ドナー増加（5人→10人）トラ

イアル」の結果を受けて、平成 30年 4月よりコーデ

ィネート初回開始ドナーを10人まで増加可能となっ

た。平成 30年度は、10人コーディネートの実施状況

や初回確定ドナーからの移植率について解析を行う。 

近畿地区の造血幹細胞移植推進拠点病院を中心に、

採取施設の最新の受け入れ可能情報を更新する WEB

システムを構築し、コーディネート期間短縮効果に

ついて検討する。 

より短期間のコーディネートを実現している海外

バンクの現状把握調査を行う。 

 

【３】ドナープールの質向上を目的とした取り組み  

ソーシャルマーケティング手法を用いて骨髄バンク

へ登録している若年者における初期コーディネート進

行率増加を目指す。すでに登録済みのドナーがどのよ

うな社会的背景を持ち、どの程度モチベーションを持

ち、どの段階でどの程度心理的負担などを感じてきた

かについて明らかにする。 

骨髄バンク登録者のうち、幹細胞提供者8人、コーデ

ィネート開始後途中終了ドナー5人、コーディネート未

開始ドナー5人、計18人の「インタビュー調査」を行う。

平成29年4月～5月にコーディネートを経験したドナー

において、家族・職場の骨髄提供に対する認識と態度

等に関する「小規模アンケート調査」を行う。これら

の調査結果を基にして、2015年～2016年度にコーディ

ネートが行われた40歳未満ドナーの10,000人を対象と

した「大規模アンケート調査」を行う。本調査には行

動経済学的観点から必要と考えられる項目を含めてお

り、中止ドナーと採取ドナーを比較することにより、
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採取に至る確率を上げる要因を抽出し、今後、介入研

究に繋げていく。 

＜倫理面への配慮＞ 

本研究を実施するにあたっては、ヘルシンキ宣言

や「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針(平

成 26年 12月 22日)」に則り、対象者の人権を最大

限に尊重して行う。氏名等直接個人が識別できる情

報を用いず、かつデータベースのセキュリティを確

保し、個人情報保護を厳守する。ICH-GCPの精神に準

拠した研究計画書を作成し、倫理審査委員会の承認

を得て行う。 

また「厚生労働科学研究における利益相反

(Conflict of Interest: COI)の管理に関する指針」

および日本癌治療学会と日本臨床腫瘍学会による

｢がん臨床研究の利益相反に関する指針｣の規定を遵

守し、「被験者が不当な不利益を被らないこと」を第

一に考え、客観性や公平性を損なうという印象を社

会へ与えることがないように管理を行う。特に公平

かつ適正な判断が妨げられた状態とならないように、

科学的な客観性を保証するよう監視し、透明性の確

保について第三者から懸念されないよう注意する。 

 

Ｃ. 研究結果 

【１】患者側・ドナー側からみた骨髄バンクコーデ

ィネートの実態把握調査 

平成 29 年度は、2004 年から 2013 年までの患者

側・ドナー側からみた骨髄バンクコーディネートの

実態把握調査を論文化した（臨床血液 2018）。患者

年齢の中央値は 46 歳。患者一人当たりのドナーコ

ーディネート件数の中央値は 11 件、患者登録から

移植到達までに要した日数の中央値は 146日であっ

た。 

平成 30年度は、過去 10年間に複数回コーディネ

ートを行ったドナーにおける採取到達率や中止理

由について追加解析を行った。前回コーディネート

でドナー理由により中止となり、登録保留状態から

ドナープールに戻って再度コーディネートされた

場合の採取到達率は、前回が健康理由の場合が

2.9％、ドナー都合の場合が 1.9％、家族反対の場合

が 1.0％と極めて低かった。また再コーディネート

の際には、前回と同じ理由で中止となる割合が高い

ことが明らかになった。 

 

2011 年から 2015 年の間に採取前健診を受けた

7,392人のうち 520人（7％）がドナー理由で終了と

なっており、この比率は過去 5年間で変化はみられ

なかった。採取前健診での終了理由の内訳は、１）

採取前健診における検査値異常（76％）、２）問診・

診察で新たに疾患を指摘（17％）、３）問診で既往

歴・治療歴を確認（7％）であった。採取前健診以

降にコーディネート中止となり第二ドナーから移

植を行った場合の第一ドナー選定から移植までの

コーディネート期間は、ドナー理由（D群：199±97

日）よりも患者理由（P群：295±163日）の方が長

く、いずれも第一ドナーから移植を行った場合（C

群：125±34日）よりも長かった。 

 

【２】バンクコーディネート期間短縮を目指した

研究  

「コーディネート期間短縮を目指した対応策に

関するアンケート調査（計 717 人から回答）」の最

終解析レポートを作成し、平成 30 年度に回答者お

よび JMDPへ報告した。 

過去のドナーコーディネートの履歴に関する情

報については、移植施設の 9割以上がコーディネー

ト短縮に繋がると考えており、日本赤十字社で開発

中の「コーディネート登録検索システム」へ取り込

むよう依頼中である。 

ドナー理由でコーディネートが終了したドナー

の登録保留期間について、「現行の保留期間である 1

年でよい」という回答は 71名であった。一方、「中

止理由により保留期間を変更したほうがよい」とい

う回答が 101 名と最多であり、「保留期間をドナー

希望により変更する（50名）」「家族の反対で中止の

場合は登録終了としたほうが良い（40 名）」という

意見も見られた。またドナーが事前に資料を確認し

てから確認検査を行うことの重要性を指摘する意
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見が多かった。 

「移植施設側が申告する移植希望時期について 3

週間分は幅が広すぎる」という意見に対して、JMDP

では「申告する希望時期を 2週間分に短縮し、あわ

せて患者の病状や状況を報告する形式」に変更され、

移植時期の最適化を目指した調整方法が平成 29 年 

12 月から導入された。平成 30 年 4 月～5 月にドナ

ーを1人に絞って選定され移植を実施した患者にお

ける第一希望週に施行した割合は 68％で、前年度の

39％から大幅に増加していた。 

平成30年4月～8月に患者登録（または初回確定）

した患者において、10人でコーディネートを開始し

た割合が 53％を占め、全患者の約 3/4が 6人以上の

ドナーを確定してコーディネートを開始していた。

平成 30年 4月～8月に患者登録を行い、同年 11月

末までに移植を施行した患者における初回確定ド

ナーからの移植率は 86％であり、前年度の 68％と

比較して増加していた。 

 
近畿地区の造血幹細胞移植推進拠点病院を中心に、

平成29年度より採取施設の最新の受け入れ可能情報

を更新する WEBシステムを構築したところ、ドナー

選定から採取までの期間の中央値は平成 28年の 70

日から平成 30年は 56日に短縮した。なお、平成 30

年は非血縁ドナーリンパ球採取を含めると 227件の

採取依頼があったが、35件（15.4％）が患者または

ドナー理由で中止となっていた。 

海外バンク（NMDP）では若年ドナーの獲得と

retention率の向上を図ることを最重要項目と位置

付け、様々な試みが検討されていた。これまでは現

地（リクルート会場等）でのドナー登録（Live drive）

が 90％を占めていたが、2017年に行われた調査の結

果、確認検査時のドナーコーディネート進行率は web

登録（Online）によるドナーで有意に高く、Caucasian

以外のドナーにおいてその傾向は顕著であることが

確認された。この結果を基にして、NMDPは 2018年 7

月から Live driveによるドナーリクルートを全面的

に中止した。 

 
NMDPへ登録後は、ドナーとなる意思を確認するた

めに Recruitment Centerから定期的に e-mail, 

SMS, SNS (Twitter, Instagram, YouTube)などの媒

体を介して、様々なメッセージが届けられていた。

このメッセージは one fit allの画一的なものでは

なく、ドナーの年齢、性別、生活スタイルなどによ

って、きめ細かく内容を変更してアピールすること

で、donor retentionに役立っていた。 

平成 30 年度上半期の患者登録から移植日までの

コーディネート期間中央値は骨髄移植（BMT）が 126

日、末梢血幹細胞移植（PBSCT）が 113 日、全体で

123日と、これまでで最短のコーディネート期間で

あった。中でも、ドナー選定から移植までの期間が

BMTで 61日、PBSCTで 53日と短縮していた。また

患者登録からドナー確定・開始シート受理までの初

期コーディネート期間も 15 日前後へ短縮していた。

平成 30年は、JMDPを介した移植のうち PBSCTの割

合が全体の 16.9％（平成 28 年 9.9％, 平成 29 年

14.7％）と増加していた。 
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【３】ドナープールの質向上を目的とした取り組み  

平成 30年度は、「インタビュー調査」と「小規模

アンケート調査」の結果を論文化した（日本造血細

胞移植学会雑誌 2019）。平成 29年 4月～5月にコー

ディネートが行われた 40歳未満の 870人を対象とし

た「小規模アンケート調査」は 44％の 385人より回

答が得られた。ロジスティック回帰では、本人の協

力度が非常に高いこと、不安が少ないこと、職場・

家族の調整や説得が難しくないことが、幹細胞提供

に至りやすい有意な要因であった。幹細胞提供者は、

献血回数 11回以上の割合が高く、単変量解析にてオ

ッズ比 2.5を示した。雇用状態にあるドナーの検討

では、年休のとりやすさが幹細胞提供に至りやすい

有意な要因であった。 

 

終了群における提供できなかった理由は「仕事へ

の影響」が 43％、「家族の反対」21％、「家庭生活へ

の影響」15％、「リスク・不安・怖さ」11％であった。

終了ドナーの多くが職場への相談なく「仕事への影

響」を理由にコーディネートを断念していたこと、

幹細胞提供に肯定的な職場には従業員数 1,000人以

上の大企業が多いことなど重要な情報が得られた。 

インタビュー調査と小規模アンケート調査を基に

して、行動経済学的な質問項目を含む「大規模アン

ケート調査」を作成した。2015年～2016年度にコー

ディネートが行われた 40歳未満ドナーの 10,000人

を対象として、平成 29年度中にアンケート調査を発

送した。最終的に、回収 3,261名（住所不明 872名

を除く、9,128名に対し、回収率 35.7%）であった。

回答者の内訳は、造血幹細胞の提供ありが464名で、

提供なしが 2,789名であった。ドナーの意向に関係

のない理由で提供に至らなかった登録者を除外し、

ドナー都合による非提供者 916名と提供者 464名を

比較するために単変量解析を行った。提供者の方が

非提供者と比較して男性の割合が有意に高く(p < 

0.0001)、臓器提供の意思表示を行なっている割合が

高かった(p < 0.0001)。適合通知時における「合併

症に対する不安の強さ」は、提供者の方が有意に低

かった(p < 0.0001)。また行動経済学的傾向として

は、提供者の方が「行動規範性が低く（周りの人と

同じだと安心、とは思わない）」、「不平等回避の傾向

が強い（他人よりも利得が多くなることを避け、同

じ利得を選択する傾向が強い）」という結果であった。 

 

Ｄ. 考察 

骨髄バンク内でもコーディネート期間短縮を目

指した取り組みがこれまでにも行われてきたが、本

研究班が開始される前の 10 年間はコーディネート

期間の短縮は実現できていなかった（2007～2016

年度の患者登録から移植までの期間中央値は 140～

150日）。本研究班は、現場で取り組んでいる移植医

と採取医、JMDPや日本赤十字社などが連携して、骨

髄バンクのコーディネート期間を短縮し、安全性が

確立されている非血縁骨髄移植の機会提供を増や

すことで造血器疾患の治療成績向上を目指す。 

平成 29年度に論文化した「過去 10年間のバンク

コーディネートの現状把握調査」に加えて、複数回

コーディネートを行ったドナーにおける移植到達率

や中止理由について解析を行った。その結果、ドナ

ー理由で中止となった後に再コーディネートされた

場合の採取到達率は 1～3％と非常に低かった。さら

に前回中止理由と、次回コーディネートでの中止理

由が同じ場合が最も多いことも明らかになった。移

植医師・採取責任医師・コーディネーターを対象と

したアンケート調査でも、「中止理由により登録保留

期間を変更したほうがよい」、「家族の反対で中止の

場合は登録終了としたほうが良い」という意見が多

かった。現状では、登録保留状態からドナープール

へ戻る際に、前回中止となった理由が解決したかど

うかを確認するプロセスはないため、JMDPへ提言を

行う。 

前回コーディネート結果から次回コーディネー

ト時の採取到達率が予想可能であったことから、患

者担当医がコーディネートの進行状況をリアルタ

イムに把握し、幹細胞提供に至りやすい有効ドナー

を選択できるシステムへの期待度が高かった。IT

化された「コーディネート登録検索システム」の開
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発は、今後、バンクコーディネート期間短縮を行う

ために非常に重要なプロセスである。 

採取前健診以降にドナー理由でコーディネート

中止となった場合、移植施行率が低下し、その後に

第二ドナーから移植を行った場合、移植までのコー

ディネート期間が 2カ月以上延長していた。このう

ち 24％のドナーは採取前健診結果以外の理由で中

止になっており、コーディネート開始時に既往歴や

健康状態を詳細に確認することにより防げた可能

性がある。またアンケート調査で、ドナー採取前健

診日を末梢血幹細胞採取の 2週間前までに短縮した

場合、採取施設側では「支障はない（44％）」とい

う意見が「支障がある（9％）」よりも多かった。今

後、採取前健診以降にドナー理由で中止となり、患

者側が移植を急ぐ場合には、緊急コーディネートシ

ステムの導入について検討が必要と考えられた。 

本アンケート調査で得られた「移植施設側が申告

する移植希望時期について 3 週間分は幅が広すぎ

る」という意見に対して、平成 29年 12月より「申

告する希望時期を 2週間分に短縮し、あわせて患者

の病状や状況を報告する形式」に変更された。その

結果、平成 30年 4月～5月にドナーが選定され移植

を実施した患者における第一希望週に施行した割

合が前年度よりも大幅に増加しており（39％→

68％）、コーディネート最終プロセスの期間短縮に

寄与したと考えられた。 

アンケート調査では、ドナーが事前に資料を確認

してから確認検査を行うことの重要性を指摘する

意見が多かった。JMDPは、ホームページに骨髄採取

や末梢血幹細胞採取について説明した動画を掲載

しており、その活用度を確認して最適化する必要が

ある。また確認検査の時期から、「仕事の調整」や

「家族の同意」について問題がないか確認しながら

対応することが重要である。 

平成 29年度に行われた「開始ドナー増加（5人→

10 人）トライアル」の結果を受けて、平成 30 年 4

月よりコーディネート初回開始ドナーが最大 10 人

まで拡大された。半数以上の患者が 10 人を選択し

ており、初回確定ドナーからの移植施行率が増加し

ていた。コーディネート期間短縮への影響について

今後も詳細な調査が必要と考えられた。 

近畿地区では、採取施設の最新の受け入れ可能情

報を更新する WEB システムを構築することにより、

採取依頼から採取までの期間が短縮していた。今後、

同様の方法を全国レベルで行っていくには、採取可

能情報をタイムリーに更新していく必要があり、専

任の移植コーディネーター（HCTC）を育成していく

ことが課題となる。 

海外バンク（NMDP）では motivationの高い若年ド

ナーの獲得と、彼らをドナープールへとどめる

retention率の向上を図ることを最重要項目と位置

付け、様々な試みが検討されていた。NMDPでは現地

でのドナー登録（Live drive）が 90％を占めていた

が、2017年にリクルート方法別の確認検査時のドナ

ーコーディネート進行率を検討したところ、web登録

（Online）によるドナーで有意に高かった。この結

果を基にして、NMDPは 2018年 7月から Live drive

によるドナーリクルートを全面的に中止した。現地

では、バンクの役割や造血幹細胞移植/採取について

の説明のみを行っており、QRコードとパスワードが

記載された「NMDPへの連絡カード」を手渡していた。

自分で考えた後にインターネットを介して登録する

手間が増えるため、現地登録と比較して登録率は低

下するかもしれないが、コーディネート進行率は高

くなる可能性が高い。また登録後、選定される前の

ドナーへの定期的な連絡をこまめに行っており

（JMDPでは年に 1回のみ）、その連絡に世代に合った

communication toolを活用している点も、早急に取

り入れるべき課題と考える。 

これまでは骨髄バンクへ登録されるドナー総数

増加が目標とされてきたが、コーディネート期間を

短縮し、より高い確率で移植まで到達できるように、

ドナープールの質を向上させることも重要な課題

である。国内外から若年ドナーからの移植の方が成

績良好であることが報告されており、本研究班の解

析でも若年ドナーは健康理由によるコーディネー

ト中止が少なかった。しかし若年ドナーは、都合が

つかないなどの理由で、コーディネートの初期行程

での進行率が低い。そこで適合通知を受け取ってか

らコーディネートを開始するまでの障害について、

インタビューによる質的分析を含むソーシャルマ

ーケティング手法を用いた研究により明らかにし、

行動社会学的介入策を検討することにより、ドナー

プールの質向上を目指す。 

18人のインタビュー調査と385人の「小規模アンケ

ート調査」により、幹細胞提供ドナーと提供に至らな

いドナーにおける心理社会的要因に関する仮説を構

築し、平成30年度に論文化した。幹細胞提供に関連す
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る要因として、ドナー本人の協力度や職場・家庭生活

の調整などが抽出された。興味深いことに、幹細胞提

供に肯定的な職場には従業員数1,000人以上の大企業

が多く、年休の取りやすさが幹細胞採取に到達しやす

い要因であった。今後、「ドナー休暇・助成制度」の

推進についても検討が必要と考えられた。 

行動経済学的な質問項目を含む「大規模アンケート

調査」は、平成30年度にアンケート調査票の回収・集

計および単変量解析を行った。提供者の方が男性の割

合が有意に高かったが、女性の方が育児などの家庭に

おける役割が大きいためであると考えられた。提供者

の方が臓器提供の意思表示を行なっている割合が高

いという結果は、利他性あるいは互恵性が高い傾向で

あることが示唆された。適合通知時における「合併症

に対する不安の強さ」は、提供者の方が不安の強さが

有意に低く、今後、不安を低減するような工夫が必要

だと考えられた。また行動経済学的傾向としては、提

供者は非提供者と比較して「行動規範性が低く（周り

の人と同じだと安心、とは思わない）」、「不平等回

避の傾向が強い（他人よりも利得が多くなることを避け、

同じ利得を選択する傾向が強い）」という結果であった。

提供率を上げるためには「皆さんもおこなっていま

す」というような介入ではない方がよいということが

示唆された。今後は、さらに多変量解析を行い、コー

ディネート進行率向上に寄与する提言につなげたい。 

2019年2月にJMDPへ登録されたドナーが50万人を超

えたが、体調不良・住所不明などの理由により保留状

態となる登録者がいるため、HLAデータによるドナー

検索の対象となるのは約37万人である。2015年～2016

年度にコーディネートが行われた40歳未満ドナー

10,000人を対象としたアンケート調査を2018年3月に

行ったが、872人が住所不明の状態であった。特に若

年者は転居する可能性が高く、今後、献血者番号の活

用などフォローシステムの確立に取り組む必要があ

る。 

平成 30 年度上半期の患者登録から移植日までの

コーディネート期間中央値は BMT が 126 日、PBSCT

が 113日、全体で 123日と、これまでで最短のコー

ディネート期間であった（平成 28 年度は 144 日、

平成 29年度は 132日）。特に採取へ向けた最終ステ

ップの期間短縮が目立っており、造血幹細胞移植拠

点病院を中心とした採取への積極的な取り組みが

大きな要因と考えられた。また平成 28 年度より本

研究班で取り組んできた過去 10 年間の実態調査・

全国アンケート調査や、JMDP が行ってきた「移植

時期の最適化を目指した調整方法」など様々な改革

の効果もあると考えられた。 

 

平成 30 年度より開始されたコーディネート開始

人数増加や、数年後に実現する見込みの過去のコー

ディネート履歴を参照してドナーを選択できるシ

ステムの開発等のコーディネートプロセスの効率

化が実現すれば、今後、さらにコーディネート期間

を短縮することが可能かもしれない。第一寛解期の

急性骨髄性白血病に対する血縁者間移植や臍帯血

移植において寛解期到達から移植までの期間中央

値が 90～100日であることを考えると、本邦におい

ても 100 日以内のコーディネート期間を目指した

い。 

また、ドナープールの質向上を目指した取り組み

には時間がかかることが予想されるが、ドナーの安

全性や自己決定権を尊重しながら、コーディネート

中止率を減少させるような介入・システム変更を行

うことにより、患者側のコーディネート費用削減、

バンク側の経費削減など経済的効果も期待できる

ため、行政的観点からも意義が極めて大きい。 

 

Ｅ. 結論 

骨髄バンクのコーディネート期間を短縮し、安全

性が確立されている非血縁骨髄移植の機会提供を

増やすために、コーディネートが順調に進みやすい

有効ドナーを確保することによるドナープールの

質向上と、コーディネートプロセスの効率化を目指

した具体的な施策に取り組む。前回コーディネート

でドナー理由により中止となり、登録保留状態から

ドナープールに戻って再度コーディネートされた

場合、採取到達率は 1～3％と低く、前回と同じ理由

で中止となる割合が高かった。「コーディネート期
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間短縮を目指した対応策に関するアンケート調査」

の最終解析レポートを作成し、平成 30 年度に回答

者および JMDP へ報告した。本調査を基にした「移

植時期の最適化を目指した調整方法」が平成 29 年 

12 月から導入され、平成 30 年 4 月～5 月に選定さ

れ移植を実施した患者における第一希望週に施行

した割合が前年度よりも大幅に増加していた（39％

→68％）。採取施設の最新の受け入れ可能情報を更

新する WEBシステムの運用により、採取依頼が効率

化し、ドナー選定から採取までのコーディネート期

間の短縮に有用であった。若年ドナーの初期コーデ

ィネート進行率増加を目指したソーシャルマーケ

ティング研究を行い、平成 30 年度は、インタビュ

ー調査と 385人の郵送アンケート調査結果を論文化

した。本人の協力度が非常に高いこと、不安が少な

いこと、職場・家族の調整や説得が難しくないこと、

（雇用状態のドナーでは）年休のとりやすさが、幹

細胞提供に至りやすい有意な要因であった。行動経

済学的な質問項目を含む 40 歳未満ドナーの 10,000

人を対象とした「大規模アンケート調査」は 3,261

名より回答が得られた（回収率 35.7%）。単変量解析

では、提供者の方が非提供者と比較して男性の割合

が有意に高く、臓器提供の意思表示を行なっている

割合が高かった。適合通知時における「合併症に対

する不安の強さ」は、提供者の方が有意に低かった。 

 

F. 健康危険情報 

特記事項なし。 
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